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申込・問合せ先
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電話 03-5565-3030 FAX 03-5565-3050
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劇場・音楽堂等と社会包摂、合理的配慮に関する
研修動画を公開しました。

令和５年度　障害者等による文化芸術活動推進事業

劇場・音楽堂等による共生社会実現のための人材養成講座

 初心者向け講座  ※募集は終了しました。たくさんのご応募ありがとうございました。

対 象 者：劇場・音楽堂等の職員で、これまで障害者を対象とした事業を主たる担当として実施をしたことがない方、
 これから実施をしようとされている方（初心者）

募集定員：20名程度
講　　義：５回シリーズ  ［第１回～第４回 オンライン（Zoom）・ 第５回 対面によるワークショップ］

経験者向け講座　
対 象 者：劇場・音楽堂等の職員で、障がいのある方を対象とした事業を実施したことがある方、企画をしている方
　　　　（経験者）
開催日時：令和5年10月25日（水）から令和５年12月６日（水）まで
募集定員：12名程度
募集期間：令和５年８月1日(火)から8月31日（木）まで

応募多数の場合は抽選となります。結果通知は9月11日を予定しています。　
申込方法：公文協 ホームページ（お知らせ）または下記URLからお申込みください。

https://forms.office.com/r/XgupKm4PaG （都合により変更となりました）
講　　義：５回シリーズ ［第１回～第４回 オンライン（Zoom）・ 第５回 対面によるワークショップ］

ワークショップ会場：東京都中央区銀座2-10-18 東京都中小企業会館9階（銀座駅 徒歩5分）
● 5回シリーズとなります。プログラム単位での申し込みは致しておりません。
● 講義タイトル、順番等が変更になる場合があります。
● 詳細は公文協ホームページ  https://www.zenkoubun.jp/ をご覧ください。

ワークショップ会場：東京都中央区銀座2-10-18 東京都中小企業会館1階（銀座駅 徒歩5分）
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●社会包摂と劇場・音楽堂～劇場法以降の展開と展望
講師　長津 結一郎氏　九州大学大学院 芸術工学研究院 准教授

●多様な人が参加できる事業づくり
講師　鈴木 京子氏　国際障害者交流センター ビッグ・アイ 副館長

●連携について「障害者芸術文化活動支援センター」の活動
講師　小川 智紀氏　　特定非営利活動法人アートＮＰＯリンク 理事・事務局長
　　　坂野 健一郎氏　社会福祉法人みんなでいきる 法人本部企画課長

●事例から学ぶ ―事業実施者の発表―
可児市文化創造センターala「みんなのディスコ」
講師　澤村 潤氏　(公財)可児市文化芸術振興財団 事業制作課 係長
いわき芸術文化交流館アリオス「いわきアリオスにおけるユニバーサルデザインの取り組みについ
て」講師　田中 理紗氏　いわき芸術文化交流館アリオス 企画協働課 地域連携グループ サブチーフ

●障害者を対象とした事業を企画する（対面・ワークショップ）
講師　鈴木 京子氏　国際障害者交流センター ビッグ・アイ 副館長
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●戦略的な事業企画をするには
劇場・音楽堂等に係る法律、政策、制度を確認し、社会的課題解決を目指した戦略的な事業を実施するための方法を考える。
講師　柴田 英杞氏　（公社）全国公立文化施設協会 アドバイザー

●先進事例から学ぶ-島根県民会館インクルーシブシアター・プロジェクト
島根県民会館が実施している「インクルーシブシアター・プロジェクト」を事例に、事業の目的、職員の想い、事業展開等について考える。
講師　島根県民会館職員

●広報、協働からその後の発展へ
「事業を企画しても当事者が来ない」という課題から事業の捉え方を見直し、広報や協働の在り方、協働からの発展について考える。
講師　南部 充央氏（一社）日本障害者舞台芸術協働機構 代表理事

●事業評価-事業の社会的価値を表すには-
社会的課題解決を目指した事業の評価、ロジックモデルについて学び、アカウンタビリティだけでなく事業の改善のツールとしての活用を考える。
講師　源 由理子氏 明治大学専門職大学院ガバナンス研究科 教授

●障害者を対象とした事業を企画する（対面・ワークショップ）
ロジックモデルを用いて戦略体系を見直すワークショップをとおし、よりよい事業とするための方策を考える。
講師　柴田 英杞氏　（公社）全国公立文化施設協会 アドバイザー

ぜひご覧ください（申込不要）
YouTube 公文協チャンネル
https://www.youtube.com/@user-yy7wj6ud5g

公文協 劇場・音楽堂等バリアフリー化推進プロジェクト
https://www.zenkoubun.jp/barrier_free/

職員研修・各種団体の研修などにも
ご活用ください！

Ⅰ  劇場・音楽堂等による共生社会の実現に向けて
  ―文化芸術に関わる法律を根底に、劇場・音楽堂等は誰のための施設か？誰のための事業か？を問いますー
講 師：間瀬 勝一氏 (公社)全国公立文化施設協会 名誉アドバイザー

Ⅱ  2024年４月から実施！改正障害者差別解消法と合理的配慮
  ―障害者差別解消法と合理的配慮について基本的な考え方を解説し、何が大切かをお話ししますー
講 師：尾上 浩二氏　認定NPO法人DPI（障害者インターナショナル）日本会議　副議長

Ⅲ 文化芸術の合理的配慮について―全ての人が楽しめる場に―
  ―すべての人が劇場・音楽堂等で楽しめるために必要とされる合理的配慮について具体的にお話ししますー
講 師：山上 庄子氏 Palabra株式会社　代表取締役

令和６年４月から合理的配慮が義務化されます。
準備はできていますか？

文化芸術基本法では、基本理念として「年齢、障害の有無又は経済的な状況にかかわらず等しく文化芸術の
鑑賞等ができる環境の整備」が求められ、劇場・音楽堂等はすべての人に開かれた地域の文化拠点の役割を
負っています。「劇場、音楽堂等の活性化に関する法律」（劇場法）では、第三条で「地域社会の絆の維持及び
強化を図るとともに、共生社会の実現に資するための事業を行うこと」と定められ、社会課題解決のための
機関としての役割も負っています。 

また、令和６年４月１日から事業者による障害のある人への合理的配慮の提供が義務化され、障害のある方
から求められた場合には、「合理的配慮をしなければならない」とされました。 

全国公文協では、劇場・音楽堂等の職員の方を対象に、劇場と社会包摂、合理的配慮に関する研修動画を作成
しました。ぜひご活用ください。併せて研修会も実施致します。詳しくは4ページをご覧ください。 
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